






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































融合による新エネルギーの創出などの技 術 革 命
は,エネルギー問題を半永久的に解決するかもし
れないが,それとても世界人口が今日のように増
加し続けるならば,他の有限資源の狭院や環境空
間の狭院など,社会は非常に深刻な諸問題に直面
するであろう｡この意味で,人類が長期間生き続
けるためには,何らかの方策で人間社会を自然と
調和するものとしなければならない｡当面の目標
として,農業,工業,サービス業が調和する社会
の実現であり,行きすぎた開放経済体制を自己完
結的な閉鎖経済体制へ回帰させることであるOそ
のためには,大衆が現在の物質的豊かさを放棄す
ることもやむをえないという意識革命が必要であ
る｡また,その前提として各種の社会改革や人口
抑制が必要であり,人類は辛抱強い長期的努力を
しなければならない｡
〔註〕
8う 経済の発展段階にかかわらず,サービス化率が相
対的に高いことは,サービス部門の所得が他の部門
より相対的に高いことを暗示しているが,このこと
はクズネッツやチェネリー などによる産業別所得分
析と相応するものである(S.S.Kuznets:SixLecト
ureonEconomicGrowth,1959,H.B.Chenery.
"PatternsoflndustrialGrowth,〟AmericanEc-
onomicReview,Sep.,1960など参照)｡
(14)英国病については様 な々議論をよび,分析しなさ
れているが,公的部門の肥大化などによるサービス
部門の比重増大による民間の製造部門などの活力低
下,労働意欲の低下などにより,実質的富の生産が阻
害されていることに起因する (RBaconandW･
Eltis:Britain'sEconomicProblem,2nded.,
TheMacmillanPressLtd.,1976,中野他訳 『英
国病の経済学』学研,昭和53年,など参照)｡
伯 B.Commoner:TheClosingCircle,Tutle
Co.Imc.,1971(安部,半谷訳 『なにが環境の危
機を招いたか』講談社,昭和52年)による｡わが国
においても,生態学を基盤とした経済学を構築しよ
うとする試みがなされるようになってきた (玉野井
芳郎 『ェコノミ-とェコ｡ジー』みすず召房,昭和
53年,中岡哲郎編 『自然と人間のための経済学』朝
日新聞社,昭和52年,など参照)｡
結 言
資本主義が高度に発展した現代産業社会をめぐ
る諸問題は,既存の経済学に深刻な再検討を迫る
ものであり,従来の経済学は基本的枠組の転換を
余儀なくされているO石油資源の狭院に伴う世界
経済の混乱により,第2次世界大戦後の四半世紀
にわたり先進工業国に指針を与えたケインズ的世
界観は崩壊しはじめ,現在 ｢資本主義第 2の危
機｣とか ｢不確実性の時代｣とか呼ばれる混迷状
態にあるOエネルギ-資源の問題がケインズの経
済理論の本質を規定するものではないにせよ,エ
ネルギー資源の狭監左がケインズ政策を外部から制
約していることも事実である｡本稿においては,
まず産業社会を開放経済体制として捉え,エネル
ギー資源なしには機能しえない構造を示し,マク
ロ的視点からケインズ政策への制約を均衡国民所
得の理論と関連させ論及した｡次に,洞渇の-ネ
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ルギー資源に立脚している資本が,いかに市場財
に内在化されていくかをミクロ的視点から示し,
資本主義の発展に伴いエネルギーが多消費される
構造を説明しながら,現代産業社会の病理の一端
を考察した｡
社会の工業化に伴う開放経済体制への移行は,
再生可能なエネルギーから再生不可能なエネルギ
ー利用-の移行であり,それはまた,生産の主力
が土地から資本へと転換する過程である｡資本こ
そ産業社会における生活の基盤であり,その動的
側面である投資は一国の経済に決定的影響を与え
る｡従って,投資およびそこから派生する消費に
相応するェネルギー資源が確保されないならば,
ケインズの有効需要の原理に立脚した政策は実行
不可能ということになり,富の生産や雇用を阻害
することは明らかである｡
資本主義の発展は,通常資本の蓄積の過程とし
て捉えられる｡この捉え方は資本主義の発展を現
象面から眺めた概念であり,非常に明快であるに
せよ,それだけでは産業社会の其の意味と病理を
理解するには不十分である｡資本の蓄積に対応す
るもう一つの側面- 生産物への資本 の内在化
- を考察する必要がある｡資本が財の市場価値
-いかに浸透していくかというメカニズムを,エ
ネルギー資源との関連で検討することは,産業社
会の内的特質を解明するうえで重要である｡
市場財への資本の内在化の指標を資本化率と呼
ぶとすれば,財の資本化率は資本主義の発展とそ
れに伴う科学技術の進歩と共に高くなる傾向があ
る｡現代産業社会における主力製品は,寡占ない
し独占的企業によるェネルギー多消費に依存した
資本化率の高いものであるが,エネルギー資源が
無限でない限り,このような生産構造が永続する
ことは不可能である｡
かくして,現代産業社会はエネルギー資源面か
ら深刻な問題に直面せざるをえない｡われわれは
この病状に対する処方茎を与えなければならない
が,それは多分に規範的問題を含んでいる｡理念
型として,次の2通りの方策が考えられるが,現
実政策としてはそれらの混合型となるだろう｡
第 1の方策は石油資源のように短期に澗渇する
ものでなく,もっと息の長い代替エネルギーない
し新エネルギーを積極的に開発することであり,
その代表例が石炭や原子力ェネルギーの開発であ
る｡核融合反応の開発もこの延長線上にある考え
方であり,その成功はエネルギー問題を半永久的
に解決するかもしれない｡このような方策による
豊かな産業社会の維持は,歴史的方向であるにせ
よ,それは財の資本化率をますます高め,他の有
限資源の狭院を招くばかりでなく,人口の過密や
環境の汚染などにより社会の病状はますます悪化
するであろうO
第2の方策はェネルギー多消費型の生活様式と
産業構造に決別し,財における資本化率を低下す
ることである｡一部の経済学者や生態学者による
｢自然に帰れ｣という提唱はこの延長線上にある
考え方であり,確かに人類を恒久的に救う唯一の
道であるかもしれない｡しかし,それは農業型社
会から高度産業社会へ歩んできた歴史の歯車を逆
に回すような方策であり,実に苦難に満ちた道で
ある｡もしこの政策を実行しようとすれば,資本
の弱化と産業構造の変化による生産力の低下と雇
用の悪化,実質国民所得の低下とその分配に伴う
諸階級の利害衝突,など様々な社会的混乱と摩擦
を惹きおこすであろう｡
結局のところ,いずれの方策を選択しても,産
業社会は困難な諸問題と直面することになる｡資
本の浸透に伴うエネルギー多消費構造は是正され
ねばならないが,それを短絡的に実行することは
かえって社会に混乱と摩擦を惹きおこす｡当面,
農業,工業,サービス業が調和した社会を 目指
し,大量消費社会から脱出すべきであろうが,こ
れとて大衆の物質的志向が続く限り,実行不可能
であろう｡われわれは長期的視点に立って,未来
の人間社会のあり方を真剣に考え,英知を集めて
苦難を乗り越える努力をしなければならない｡
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